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障がい者の総合福祉施策の改革推進の方向性 

（「障がい者総合福祉法（仮称）」の在り方） 

 

 

（１） 障がい者の範囲・定義について 

「障害者自立支援法」第４条定義を早急に見直し、いわゆる「制度の谷間」と指摘されていた「発

達障害、高次脳機能障害、難病、内部障害」などを含む定義となることを基本とする。 

障がい者等の範囲・定義を見直し、いわゆる「制度の谷間」と言われる福祉サービスの対象外を

なくし、幅広く福祉サービスが利用できるようにする。あわせて何らかの障がいにより福祉サー

ビスを必要とする障がい者に「社会参加カード（仮称）」を交付する制度を創設する（現行の手帳

制度からの移行が円滑になされるよう経過措置を設ける）。 

 

（２） 利用者負担の在り方 

利用者負担については、現行の「定率負担（応益負担）」を廃止し、「応能負担」を基本とする。

「応能負担」における負担額の算定については、現行の「世帯単位（家計）」を見直して「個人単

位（利用者本人、配偶者を含む）」とする。 

福祉サービスにおける利用者負担額と補装具および医療に係る利用者負担額と合算した額が一定

の額を超える（高額となる）場合には、特別の負担軽減策を講じる。 

 

（３） サービス利用の支給決定の在り方 

現行の「障害者自立支援法」における「障害程度区分」によるサービス支給決定の在り方を抜本

的に改め、障がい者等のニーズに基づく認定方法を基本とする。 

「障害程度区分認定」は廃止する。「ソーシャルワーカー等調査専門員（仮称）」が、障がい者の

サービス利用ニーズ調査を行い、「サービス支給に係るガイドライン（仮称）」に基づいて、サー

ビス利用の支給内容を作成する。当該調査専門員が作成したサービス支給内容を「障がい者サー

ビス委員会（仮称）」（サービス給付の決定を行うための地域における委員会）で決定し、実施機

関（市町村等）に指示する。 

 

（４） サービス体系の在り方 

サービスを利用する障がい者等の自立と社会参加および自己決定・自己選択の原則にかんがみて、

「生活・社会参加サービス支援」として統合する。「移動支援」は個別給付の対象とする。 

現行の「障害者自立支援法」におけるサービス体系を障がい者等の地域における生活、自立と社

会参加および自己決定・自己選択の原則にかんがみて、「居住支援（新グループホーム）」（現行の

ケアホームのように必要な場合に介護支援が受けられるよう柔軟に対応する）として統合する。 

障がい児にかかる福祉サービス体系は、「障がい者総合福祉法（仮称）」の中に位置付けて、実施

主体は市町村（基礎的自治体）が行うものとする。 

 



（５） 事業者の経営基盤の強化 

サービス事業者に対する支援の在り方について、現行の日額方式は廃止し、基本は月額方式とす

る。サービス内容によっては、個別のサービスとして日額方式を取り入れることは排除しない。 

サービス事業者の経営基盤の強化は、障がい者が個別のサービスを利用する際、安定的な当該サ

ービスの提供に寄与するものであることにかんがみ、施設整備費および人件費等については、そ

れぞれの単価を引き上げて整備することを国が責任を持って行う。 

 

（６） 地域生活支援事業の在り方 

障がい者個人の社会参加として利用する日常生活用具の給付等、移動支援については、個別給付

のサービス支援（「生活・社会参加サービス支援」）として位置付ける。 

コミュニケーション支援（手話通訳等を行う者の派遣）については、原則無料で行うものとする。 

 

（７） 相談支援の在り方 

障がい者等が身近な地域で福祉サービスを選択・利用でき、当たり前に地域で暮らし、地域の一

員として共に生活することができるように、現行の「地域自立支援協議会」を中核として相談事

業の体制強化（社会福祉法人やＮＰＯ、ピアカウンセリングなど積極的活用）を推進し、あわせ

て相談窓口や相談員の充実を図る。 

 

（８） 就労支援の在り方 

障がい者の自立生活を支援するために、一般就労を促進するとともに、現行の地域自立支援協議

会の各地域における体制の充実強化を行い、地域ネットワーク基盤の整備と就労の定着を図る。 

一般就労以外の就労的事業（授産施設、福祉工場、更生施設、小規模作業所等）を整理し、現行

の「自立訓練」「就労移行支援」「就労継続支援」のうち就労支援にかかわる事業について統合、

簡素化するとともに、就労支援体制を強化する方向で検討を加える。 

                                      

以上 


